
はじめに
今回は、収益計上時期が争われた事
案をご紹介します。いずれの事案も公
正処理基準に適合するものであるとし
て納税者の主張が認められています
が、前者は、平成30年度税制改正で創
設された法人税法第22条の2に関する
初めての裁決となります。
Ⅰ．一括払された金型等相当
額を分割して収益計上し
た会計処理が公正処理基
準に適合するものとした
事例

令5．12．21公表裁決
（全部取消し）
Ｊ133‐3‐07

＜事案の概要＞
部品の製造、販売等の事業を営んで
いる請求人は、Ｎ社との間で基本契約
を締結し、部品製造のために使用する
金型等の製作費用相当額をＮ社の負担
とし、部品の量産開始日を含む月の翌
月から24回の均等分割払いとすること
に合意していました。
しかし、新型コロナウイルス感染症
の拡大に伴う緊急支援策として、Ｎ社
が、①均等分割払方式による支払が継
続中の金型等相当額の残額及び②新規
に契約が成立した金型等に係る金型等
相当額について、一括払を希望する取
引先に対して一括して支払う旨の案内
をしたところ、請求人は、いずれにつ
いても一括払を希望し、Ｎ社から各金
員を一括して受領しました。
そこで、請求人は、これら一括払費
について、従来どおり24回で均等分割
した額を、毎月収益に計上し益金の額
に算入していたところ、原処分庁が、
請求人がＮ社から製作費用相当額を受
け取った時点で全額益金の額に算入す
べきであるとして法人税等の更正処分
等をしたのに対し、請求人が、請負の
履行義務の充足に係る進捗度に応じた
収益計上であるとして原処分の全部の
取消しを求めた事案です。
＜審判所の判断＞
金型等相当額の負担に係る請求人と
Ｎ社との契約（「本件金型等契約」）は、
請求人からＮ社に対して、①Ｎ社から

本件部品の製造に係る準備として金型
等の製作を依頼された請求人がこれに
応じて金型等を製作するという物の引
渡しを伴わない請負契約、②Ｎ社が請
求人に委託した金型等の維持、管理に
係る準委任契約及び③請求人が製作し
た金型等についてＮ社に一定の権利を
付与する権利設定契約に係る各役務を
提供し、Ｎ社から請求人に対して本件
各役務の対価として金型等相当額を支
払うことを内容とする混合契約と解さ
れる。
本件金型等契約の目的は、継続的に

日々提供される特質を有する本件各役
務の提供であって、典型的な請負契約
にみられるような物又は仕事の「完
成」自体を給付の目的としたり、「一
定の出来上がり量」を給付の目的とし
たりするものではない。このような本
件金型等契約に係る給付（業務）の内
容、性質及び本件基本契約書において
金型等相当額は本件部品の量産開始日
を含む月の翌月から24回の月額均等分
割払と定められ、前月末日に締め切ら
れる本件部品の代金とともに毎月25日
までに当月分を支払う旨定められてい
ること等を総合すると、本件金型等契
約の実態は、継続的に日々提供される
役務に応じて、1か月を単位として対
価が支払われる約定に基づいて、役務
の提供が継続し、各月末日の経過ごと
に、24回にわたり、過去1か月分の役
務に対する代金額が確定し、その支払
期日を翌月25日とする契約と認めら
れ、金型等相当額の支払に関する本件
基本契約書の条項は本件一括払の後も
請求人とＮ社との間で変更されていな
いことからすれば、上記の本件金型等
契約の実態は、本件一括払の後も変わ
るものではない。
以上によれば、金型等相当額は、均

等分割払方式で受領したか一括払で受
領したかにかかわらず、本件部品の量
産開始日を含む月から24回にわたり、
毎月末日の経過でその支払請求権（収
入の原因となる権利）が順次確定する
ものと認められ、請求人が、本件一括
払費を均等分割払方式の際と同様に、
本件部品の量産開始日を含む月から24
回にわたり、毎月末日に収益計上した
会計処理は、公正処理基準に適合する
ものと認められる。

Ⅱ．保険金を支払通知日の属
する事業年度の収益に計
上した会計処理を正当と
判断した事例

令6．2．26公表裁決
（全部取消し）
Ｊ134‐3‐05

＜事案の概要＞
本件は、請求人（12月決算法人）が、

保険会社2社との間で、保険契約者及
び死亡保険金の受取人を請求人、代表
者を被保険者とする死亡保険契約を締
結していたところ、代表者が令和3年
12月に死亡したことから、令和4年中
に各保険会社から死亡保険金の入金を
受けました。
そこで、請求人は、令和3年12月期
の確定申告では益金に計上せず、令和
4年12月期に各保険契約に係る保険金
入金額から保険積立金等を控除した金
額を雑収入に計上していたところ、原
処分庁が、被保険者の死亡日の属する
事業年度の益金の額に算入すべきであ
るとして法人税等の更正処分等をしま
した。これに対し、請求人が、死亡保
険金は保険会社からの支払通知日の属
する事業年度の益金の額に算入すべき
であるとして、原処分の全部の取消し
を求めた事案です。
＜審判所の判断＞
保険金の支払は、その請求後、書類
不備等の形式面のほか、免責事由その
他保険金を支払わない事由の確認調査
の必要性を検討した上で行われるもの
である。そうすると、前代表者の死亡
診断書に記載された死因の種類が「病
死及び自然死」のみであり、その記載
上、直ちには免責事由の存在を疑わせ
る記載がないとしても、保険会社の検
討の結果次第では、保険契約に基づく
保険金が支払われないこともあり得た
といえる。
保険金の請求に係る請求人の事情に
ついて検討するに、各保険契約に基づ
く保険金の請求に当たっては、死亡証
明書等の取得にはある程度の時間を要
すると認められ、実際にも、各保険会
社への保険金の請求は令和4年3月8
日付及び5月31日付であった。これら
の事情からすると、各保険会社に対す

る保険金の請求の時期は、前代表者の
死亡日である令和3年12月から最長で
5か月以上が経過した時点であると認
められるが、前代表者の死亡後に、請
求人が事業を継続しつつ、前代表者の
葬儀や、会社法所定の期間内に代表取
締役の変更及びこれに伴う所定の手続
等を行う必要性を踏まえると、請求人
が行った各保険契約に基づく保険金の
請求手続が特段遅延したとは認められ
ず、前代表者の死亡時点から各保険会
社に対する保険金の請求時点の間に
は、不自然又は不相当な間隔があると
はいえない。そうすると、請求人が、
恣意的に本件各保険金の額の収益計上
時期を令和4年12月期に繰り延べよう
と企図したとは認められない。
本件における具体的な事実関係の下
での検討を踏まえれば、本件各保険金
の額を令和4年12月期の雑収入等に計
上した請求人の会計処理は、取引の経
済的実態からみて合理的な収益計上の
基準に則したものであるということが
でき、法人税法上も正当なものとして
是認すべきと認められることから、本
件各保険金の額は令和3年12月期の益
金の額に算入されない。
確かに、保険契約上の支払事由が生
じ、免責事由に該当しないことが見込
まれる場合に、死亡日に収益計上する
会計処理も法人税法上正当なものとし
て是認され得るが、各保険金の額を令
和4年12月期の雑収入等に計上した請
求人の会計処理も、取引の経済的実態
からみて合理的な収益計上の基準に則
したものと認められ、法人税法上も正
当なものとして是認すべきである以
上、原処分庁の主張は採用できない。

おわりに
TAINSで検索される場合は、〔詳細
検索〕⇒〔TAINSキーワード〕欄に、
「益金算入時期」「収益計上時期」「公
正処理基準」と入力してください。

TAINSの入会については、ホーム
ページ上にあるお問い合わせフォー
ムもしくはメール〈info@tains.or.
jp〉にてお問い合わせください。
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